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１ 地域の自給力と創富力を高める地域主権型社会への転換＝緑の分権改革 

・波及効果（トリクルダウン）理論では
格差の縮小は、もはや望めない 
・地域から人材、資金が流出する中央
集権型の社会構造 
・「ムラ」「カイシャ」「家族」の相互扶助
機能の低下 

持続可能な 
経済社会の確立 

・地域の中核的な都市機能（生活機能）の確保 
・地域のコミュニティの再生 

地域力創造（地域からの日本の再生） 

背景 

・人口減少を伴う少子高齢化の急速な進展 
・経済のグローバル化による競争激化（円高＋コスト削減圧力） 
・若年層を中心に所得水準の趨勢的低下 
・金融経済活動の巨大化 

・デフレ・ギャップの継続（供給力の過剰・需要の不足） 
・大量消費・大量生産型の中央集権的供給体制の行き詰まり 
・高度成長期の中央集権・護送船団方式の限界 
・エネルギーと資源の消費増加の限界 
 

経済・社会の現状 

  政治・行政上の権限・財源の移譲を目指す地域主権改革の一環として、それぞれの
地域がその地域資源を最大限活用できる社会の仕組みを創る 

・地域の自給力と創富力（富を生み出す力）を高める取組 
 ～大地から泉（ファウンテン）が湧き上がるように～ 



２ 資金循環の経緯 

バブル期 

バブル崩壊後 

地域の資金・人材 

高度成長期 

大都市   
海外貿易 
経済成長 

輸出 

利益 還元 

流出 

地域の資金・人材 大都市 不動産融資 
地価の継続的上昇 

流出 

利益 

投資 

還元？ 

地域の資金・人材 預貸率の低下 
流出 

大都市 
投資 

還元？ 
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持続可能ではない 
＝ 

バブル崩壊 

設備再投資 

ニクソンショック・プラザ合意 

生産性向上 

内需拡大へ 

設備・債務・雇用 

３つの過剰 

※リーマンショック   サブプライムローンによる米の住宅バブル＋欧米の金融機関による大量の証券化商品の保有 
 日本における深刻な景気後退 （ＧＤＰの輸出依存の高まり） 



３ 地域の経済循環の創造を軸とした自立的な地域活性化への取組 

地 域 

現 状 
 
 

人      資源     資金 
流 出 

大都市 
海  外 

大規模エネルギー供給 
・・・ 

改革後 

地 域 

大都市 
海  外 

大規模エネルギー供給   ・・・ 

共 存 活
力
あ
る
地
域
づ
く
り 

地域の自給力と創富力による成長 
資金 

歴史 

伝統 

文化 

クリーン 
エネルギー 

食料 

人 
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施策の展開 

地域資源の活用 
・地域資源の発掘、再生 
・地域資源を活かした産業と人材力との結合 
・地域づくりの評価視点 

 地域経済における新たな産業の振興支援や、「新たな街づくり」などの公益事業への参画である。地域における医療・高齢者介
護、環境・バイオ、農業等の分野をはじめとする新規事業への挑戦は、低迷を続ける地元経済の起爆剤となり得るほか、少子高
齢化をいう新たなフェーズに突入した我が国経済の成長に貢献するものである。これを支えるのは金融業としての使命でもあり、
地域金融機関の積極的な関与が期待される。 

（参考） 金融業における取組の方向性（「我が国金融業の中長期的な在り方について（現状と展望）」金融審議会 抄 平成24年5月28日） 

  総預金量（預金＋譲渡性預金） 預貸率（時点） 
第１地銀 222兆5,832億円   71.2％（H23中間） 
第２地銀  59兆5,195億円    73.9％（H23中間） 
信金    119兆7,990億円    53.2％（H22期末） 



 
 

４ 地域力創造グループ概算要求の概要 

 
 

  社会の多様な主体が、現在使っているあ
るいは眠らせている能力や資源を最大限に
発揮し、新たな価値を「共に創る」（Ⅰ 総論） 

 地域資源を最大限活用する仕組みを作り上げることに
より、地域の「自給力」と「創富力」を高める。（「緑の分権
改革」の理念） 

地域化 
・ 人を始めとする資源が中央から地方へ向か
う流れを作り、地域で個人、企業、自治体など
多様な主体が新しい成長の豊かさを共に創る。 

デフレ脱却 
・ 「モノ」、「人」、「お金」をダイナミックに動かし、
デフレ脱却に向けて取り組む。 

グローバル化 
・ 「グローバル化」「地域化」の方向を同時に
推し進めるため、･･･（中略）･･･新しい成長の豊
かさを実感しながら世界にも発信できる、自信
と誇りある地域社会を構築する。 

「活力ある地域づくりを通じた新しい成長の実現」（総務省） 

Ⅰ 人材・資金等様々な資源の地域内循環の仕組
みの構築 
１ 地方公共団体を核とした地域イノベーションサイクルの
構築と先行モデルの事業化支援 
 ・地域資源・事業化支援アドバイザー事業 
  ・地域経済自立循環スタートアップ事業   等               
２ 地方圏における定住の受け皿の形成 
 ・定住自立圏・多自然拠点都市圏推進調査事業 
３ 地域のコミュニティの再生 
 ・過疎集落等維持・活性化モデル事業等 

Ⅱ ＩＣＴと電子自治体の基盤を活用した自立型地
域経営の手法の確立 
１ 電子自治体の基盤を活用した自立型地域経営モデル
の構築・実証 
 ・地域経営型包括的支援クラウドモデル実証事業等 
２ ＩＣＴを活用した新たな街づくりの総合的推進 
３ ＩＣＴを活用したアクティブライフの実現 

「日本再生戦略」（閣議決定） 

地域の経済循環の創造を軸とした 
           自立的な地域活性化への取組  
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実証調査結果 

平成２１年度  
 ・再生可能エネルギー資源の賦存量調査   １４２団体 
平成２２年度 
 ・事業化可能性等のソフト面調査          ２７団体          
平成２３年度 
 ・緑の分権改革モデル実証調査          ３２団体 
 ・緑の分権改革実証調査（被災地復興モデル） １３団体 
平成２４年度 

 ・条件不利地域モデル実証調査          １３団体          

事業化モデルの構築・整理 
緑の分権改革推進モデル研究会 

５ 地域イノベーションサイクルの構築 

効果を表す指標や評価手法等の確立 
緑の分権改革の効果の評価手法等に関する研究会 

・地元有志（産）：地元ＮＰＯや産業界等 
・地元有識者（学）：事業へのアドバイスや検証等（コーディネート） 
・地元金融機関（金）：事業性審査やファイナンス 
・地元自治体（官）：地域活性化や雇用対策等 

地域イノベーションプラットフォーム 
（地域ラウンドテーブル） 

地域資源を 
活かした産業と 
人材力の活用 

事業化 

域学連携による人材力向上プロジェクト ④ （文科省との連携事業） 

フィードバック 

地域資源の 
発掘・再生 

実績検証 

地域経済自立循
環スタートアップ
事業 ② 
（資金面での支援） 

大学と地域の連携に関する知見の蓄積・
データベース化 
 ・人材育成 
 ・産学金官の連携による研究開発 等    
（プラットフォーム拡充）  

アドバイザー派遣
や研修会 ① 

起業家誘致・人材
サイクル事業 ③ 
（人材面での支援） 

・人材育成カリキュ
ラム開発 
・ケースメソッド化 
・研究理論化 
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６ 行政関与の必要性及び将来キャッシュフロー（収入）の安定性に応じた類型化 

6 

行
政
関
与
の
必
要
性

（
公
益
性
、
地
域
力
向
上
へ
の
寄
与
）

将来キャッシュフロー（収入）の安定性

＜モデル２直接利用＞

【鳥取県米子市】

・太陽光発電を使った電

気自動車を活用したカー

シェアリング等により、

行政機能を代替

＜モデル２直接利用＞

【北海道芦別市】

・地域の間伐材をチップ化し、地

域内のボイラーのエネルギー源

とする

・地域内で重油ボイラーをチップ

ボイラーに転換し収入源を確保

・チップ工場の初期投資の財源が

課題

＜モデル４域内誘導＞

【香川県土庄町（豊島）】

・空き部屋の民泊化により旅客

の滞在時間を延ばし、生け簀

を活用して地域水産物の域内

流通ルートを確立

・生け簀等の初期投資の財源が

課題

高

高

＜モデル１資金創出＞

【秋田県男鹿市】

・温泉排熱の活用による

栽培ハウスの運営

・生産農作物のブランディ

ングにより、収益リスク

が変動

＜モデル１資金創出＞

【北海道江差町】

・伝統食の共同生産等によ

る雇用確保とコミュニ

ティ再生

・伝統食への需要は高く、

供給体制が課題

＜モデル３高付加価値＞

【和歌山県北山村】

・特産品「じゃばら」の

オフセット化販売

・木質バイオ調達体制と

コスト、オフセット商品

需要により事業性変動

＜モデル４域内誘導＞

【山梨県大月市】

・荒廃森林の観光利用

・事業進展に伴う荒廃森

林整備による観光価値

の減少

・観光需要変動リスク

＜モデル３高付加価値＞

【北海道ニセコ町】

・農作物貯蔵への雪氷熱利

用

・農作物のブランディングに

より、収益リスクが変動

目指すべき方向重要度は高いが、リスクも高いためス

タートアップ時の行政関与が求められる。

（Ⅰ） 重要度は高いが、キャッシュ

フローが期待できるモデル

（Ⅳ）

＜モデル２直接利用＞

【滋賀県湖南市】

・地域資源である太陽光発電、

障がい者アート、特産品を

組み合わせた相乗効果の

ある事業

・資金の地域循環は取組次

第

原則として事業化困難な領域

（Ⅱ）

＜モデル１資金創出＞

【岩手県釜石市】

・新たなスマート交通モ

デル

・瓦礫や地域の森林資源

を活用

・一定のバイクシェア需

要はあるが、価格が低く、

経済性が課題

民間企業ベースでの事業化が適

切な領域

（Ⅲ）

将来キャッシュフローの

安定性が確認できれば、

行政関与は薄めていく



７ 地域ラウンドテーブルと自治体の役割 

雇用の場の減少 
ノウハウ・人材等不足 
遊休地の増加 etc 

地域の抱える課題 企業の抱える課題  
定年延長 
雇用維持 
収益性の低下 etc 

・土地をはじめ、様々な地域資源の有効活用 
・雇用の確保 
・企業と支援機関のマッチング 

【官】自治体の役割 
地元のニーズの所在 
関係事業者との調整 
初期投資支援 etc 

【産】企業の役割 
マーケティング 
事業化 etc 

スキル・ノウハウ ＋ 新事業＋自治体のコーディネート 

検討の背景 
○ 経済のグローバル化に伴う企業流出等に起因する雇用問題等の発生 
○ 先行き不透明な景況感の下、新規起業等の低迷 
○ 特に地方において、起業環境整備に係る自治体への期待の増大 

大学の抱える課題  
少子化の中での役割の
変化や地域貢献の期待
への対応 etc 

【学】大学の役割 
ノウハウの提供 
データベース化 
理論化 etc 

金融機関の抱える課題 
 
預貸率の低下 
（貸出先不足） etc 

【金】地域金融 
 機関の役割 
ファイナンス 

事業性審査 etc 
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８ 緑の分権改革の具体的取組の特色 

１ 地域資源の発掘・再発見・再確認（Ｓｅｅｄｓ） ２ 社会的需要の把握（Ｎｅｅｄｓ） 

 
  

 事業性の検討（可能性調査） 

 
  

 事業主体の検討 

・地域の中小企業（異業種連携）、地域協議会、ＮＰＯ等の組織体等 

 
  

 自治体が担うべき重要な役割 

・基本的な方針の策定、政策づくり、推進方法の検討、地域協議会の 
設立準備等 

 ３ 需要と供給のマッチング 

    ○どのような方法で実現するか      
    ○事業主体の構成、自治体の関与    
    ○導入コスト・運転コスト           

○どこに（最適候補地の確定） 
○生産規模とコスト  
○導入・設置のスケジュール 

 ４ 地域資源の再構成（事業化デザイン） 

緑の分権改革の視点による事業性向上 
○人のつながり（市場に依らないやりとり） 
・知り合いという信用によるコスト減 
・コミュニケーションに価値を置く日常購買 

○規制ミックスの活用 
・地域経済の自立自給に資する規制緩和 
 （どぶろく特区、民泊etc） 

○財政資金の投入 
・民間投資誘導のためのイニシャルコストを
低減 

○ライフスタイルの再考 
・生活の中身、街づくり等を根本的に考える 

○既存の施設・設備等の積極的利用 
・空ビル、空家、空部屋 etc 
・農業施設等の活用 

○量の経済から質の経済への転換 
・（ex）質を考えたエネルギーの使い方 



９ 香川県土庄町の例 

事業化検討の背景 
 「ごみの島」として知られることとなってしまった豊島を「学びの島」として再生する動きが本格化し、豊島美術館
や現代アートが創造された。瀬戸内国際芸術祭を機に観光客の来訪は増えたが、宿泊や食事をする場所がなく、
島は観光ルートの通過点に過ぎなかった。このため、島の暮らしの魅力を伝えることもできず、島の経済的向上
も課題として残った。 

緑の分権改革調査事業での主な取組 

① 島の空き室を活用し、島民自身により９軒の民泊（農林漁家体験民宿）を開設し、日帰りから宿泊観光への
シフトさせる受け皿とする。 
② 島内漁業者は存在するものの、島内では海産物流通の設備がなかったため、生け簀を有する鮮魚店を開設
し、豊島産海産物の魅力を訪問者にアピールする場として設置する一方、島内漁業者からの直接仕入れにより
コストを圧縮し、民泊の客への食材とともに島民に対しても安価な食材を提供する島内流通を確保する。 
③ Ｗｅｂ予約システムをＦａｘと電話と連携させ、高齢の民泊運営者にも無理なく使えるようにし、併せて豊島紹
介ホームページを充実させ、豊島ファンとの交流や広く情報発信の手段として、新規来島者の契機とする。 

自立循環への取組 

 事業の主体となる組織を法人化する。既存の民泊の運営支援を行うとともに、新たな民泊開設希望者をフォ
ローする。また、調査事業ではリースであった生け簀を支援財団の助成金等で買い取り、事業の中核施設とする。
予約システムは豊島観光協会が運営するが、民泊情報の新規掲載等については、民泊運営者が実費を負担。 
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１０－１ 木質バイオマスの熱利用の例 

事業化検討の背景 
 地域の山林での間伐が必要であるものの人手やコストを賄えず、公的支援を行う例も多い。一方、冬場を中心に
大きな熱需要がありボイラーの重油料金も相当な金額になっている。これらが結び付けられることなく、地域での
資金循環に繋がっていない。 

緑の分権改革調査事業での主な取組 
① 継続的に伐採。利用可能な人工林を確保し、伐採方法や作業レベル（特に現場から山土場への搬出効率。山
土場から燃料工場まではトラックが使える。）ごとのコストを見積もる。 
② 温浴設備、公共建築物、温室、病院など、地域内に一定の熱需要設備があることを確認する。設備ごとに重油
活用の現状と木質チップボイラーへ転換した場合の経済性と損益分岐点を見積もる。公共施設や温泉旅館など転
換に協力していただける一定の需要を確保し、ボイラーを買い替えた上で、木質チップ購入に回せるキャッシュフ
ローを見積もる。 
③ ①の間伐材運搬コストと木質チップ製造のランニングコスト（人件費と燃料費）を見積もり、②で期待できる
キャッシュ未満で賄えることを確認する。確認ができて、継続的な事業化の可能性を踏まえた上で、木質チップ製
造工場の設備投資資金（初期投資）の確保方策を検討する。 
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自立循環への取組 

○温泉旅館等からの経常的な収入がランニングコストを上回り、経常収支の黒字が確保できれば十分事業化の検
討が可能（将来のキャッシュフローの存在） 
○施設（土地・建物）と破砕機等の機械への初期投資資金の確保方策 
 ～雇用確保や間伐費用への補助等が不要となるような公益性が認められれば、自治体の既存建物の無償貸与等の検討も可能 
 ～資金調達が必要な初期投資額の確定＝将来のキャッシュフローの確保⇒関係者からの出資と地域金融機関からの融資を検討 
○産・学・金・官の地域ラウンドテーブルを構成する等、今後の安定的な事業運営に向けたバックアップ体制を確保 



 １０－２ 事業化検討例＜木質バイオマスの場合＞ 

山林 
チップ 
製造工場 

温泉・ 
公共施設等 

間伐材等  
６０００円/ｔ×２０００ｔ 

原料調達費 
１２００万円 

資本費 ＝  ？ 万円 

加温等のための重油購入コスト 
５２００万円／年 経常経費（人件費等） 

３０００万円 
（うち１２００万円 原料調達費） 

新規ボイラー買換等 １２００万円／年 

設備投資資金 
７７００万円 

（内訳） 
施設（土地、建物） ４０００万円 

 ※付帯工事を含む 
機械（破砕機等）  ３７００万円 

出資と借入金を半々程度 

運搬費 （森林と山土場間、山土場と工場間） 

事業性を確保できる資本費の水準 

収入 ４０００万円 － 経常経費 ３０００万円 ＝ １０００万円      資本費    

自治体による無償貸与など 

減価償却（年間３７０万円×１０年） 

＝ 

＝ 

＝ 

≧ 

金融機関への返済（１８００万円程度の借入金の元利払） 

固定資産税等 
減価償却相当（３７０万円／年） 
リスク対応相当 

（資金流出なし） 

（重油購入の代わりに） 
木材チップ購入 ４０００万円程度／年 

11 
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１１－１ 自治体における導入モデル 

（１）発電企業型（例：メガソーラー事業） 

①地元資本によるメガソーラー事業に係る出資 

住民 
地元企業 
自治体 

出資 

②大手企業によるメガソーラー事業への出資参加 

大手企業 
自治体 
住民 

・一定の用地の確保が必要 
・系統電力との接続ポイントとの距離等によって収益性確保が困難な場合もある 
・売電収入は、出資者間でのシェアとなる（（２）よりも収益性は高い） 

※その他 中小水力、地熱等 

系統電力との接続ポイント 

出資 

系統電力との接続ポイント 

＜事業スキームの比較＞ 

自治体の役割 事業者の役割 メリット・デメリット・リスク

・土地の賃貸
・施設建設
・運転・維持管理
・売電

メリット：事業に対する不要土地使用料収入あり
デメリット：売電収入なし
リスク：事業者が倒産等で不在になった場合、施設の撤去を土地所有者が行う必要ある
一方、土地は借地借家法の適用対象とはならない。

・施設のリース（賃借）
・運転・維持管理
・売電

・施設建設
・施設のリース

メリット：売電収入あり
デメリット：施設に対するリース料予算、運転維持管理費に対する予算化必要
リスク：発電力量の変動等により、施設建設、運転・維持管理費用回収に対するリスクあり

・施設建設
・運転・維持管理
・売電

メリット：売電収入あり
デメリット：施設に対する予算、運転維持管理費に対する予算化必要
リスク：発電力量の変動等により、施設建設、運転・維持管理費用回収に対するリスクあり

電力会社 

発電事業者 
国 

設備認定 

電力会社 

発電事業者 
国 

設備認定 



  

２ＭＷ（≒１９９９ｋＷ）のメガソーラーを導入する場合（標準的な例） 

Ⓑ：交流出力 Ⓐ：直流発電 

Ⓒ：送電電力 

始めに係る費用は：約６．８億円 

① ② ③ 

④ 

年間に稼いでくれる発電量 
発電量  ：2,043千kWh 
発電収入 ：8581万円 
（消費税5%の場合） 
稼ぐ期間 ：20年間 
（＊尚、電力需要が供給過剰な場合に
は再生エネは年間8%の範囲で抑制も
あるため、契約時に考慮する必要あり） 

計測・監視システム 
（発電状態を常に監視でき、
問題があれば直ぐに対応す
る） 

太陽電池 
と架台 

パワー 
コンディショナー 変圧器 

必要面積 
 ：約３万㎡ 
太陽電池枚数 
 ：約１万枚 
（１枚200Ｗの場合） 
基礎工事・架台 
なども必要 

ﾊﾟﾜｺﾝｼﾃﾞｨｼｮﾅ 
（太陽電池からの直流
電気を交流の電気に
変換する装置） 
：250kWを８台 
 もしくは 
 500kWを４台 

変電室 
（電力会社の高い電
圧の電線に繋げる装
置） 
変圧器 
安全装置 
計測ﾒｰﾀｰ 

※２ＭＷ（＝２０００ｋＷ）以上になると特別高圧連系となり、初期投資が増える。 
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１１－２－１ 事業化検討例（例１） 



  

かかる費用内容 費用 20年間の費用 内訳 

１ 始めにかかる費用    約６．８億円 
    (初年度）  （Ａ） － 初期費用 

２ 発電収入 約８２百万円/年 （Ｂ） 約１６．４億円 
売り電集収入（２０年間定期収入） 
2102kWhを0.3%劣化を想定すると20年平均年間2043kWh 
※最大年間３０日（約８％）の出力抑制があり得る。 
※発電量は気象条件・設置条件等で変動する。 

３ 毎年かかる 
運営費用 約１３．４百万円/年 約２．７億円 ・メンテナンス費用（保険、保守等） 

・主任技術者を選任する前提 

４ 税金 約８．６百万円 固定資産税約１７２百万円 ・法人税・事業税は考慮しない 
・固定資産税は償却資産（法定耐用年数17年に） 

５ 撤去費用 約１．６百万円/年 ３２百万円 
 
建設費の５％を２０年で案分 
 

６ 土地の賃貸料 （Ｄ） ４．５百万円/年 ９０百万円 
３ヘクタール（３万㎡）で年・１５０円／㎡として算定 
※土地の賃貸料を発電量の一定割合とするという方 
  法もあり得る。 

７ （Ａ）の資金調達に係る 
利子分   （Ｅ） 

１１－２－２ 事業化検討例（例２） 

２ＭＷ（≒１９９９ｋＷ）のメガソーラー事業の目安 

（Ｃ） 

（Ｂ）－（Ｃ）＝５８百万円 
※（Ｄ）（Ｅ）を考慮しなければ、１２年で（Ａ）を回収、残り８年分約４．６億円程キャッシュ期待。 
※なお、土地貸の場合、㎡単価に応じることとなり、仮に１５０円／㎡で賃貸した場合、９０百万円のキャッシュ期待。 
※２ＭＷ（＝２０００ｋＷ）以上になると特別高圧連系となり、初期投資が増える。 
 ❑コスト等検証委員会及び調達価格等算定委員会に太陽光発電協会（JPEA）が提出した資料等をもとに費用内容を計算 
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１１－３ 再生可能エネルギーの固定価格買取制度を活用した地域活性化モデルの一例 

事業会社（ＳＰＣ） 

コミュニティファンド等 

地方公共団体 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地域金融 
機関等 

住民参加型 
ミニ公募債 

土地の無償貸与等 

 
○事業性の判断 
 
 
○事業への信用性付与 
  出資債・転貸債等の 
 活用により、低コストの 
 資金調達を可能とする。 
 
 
○事業利益の公共的 
 活用 
 ・協力住民への地域商品 
  券還元 等 
 ・地域整備財源の確保 
  ～医療・福祉などへの 
   活用 
 
○ふるさと納税等の 
 有志資金の活用 

○用地の確保 
 
 
○施設・設備の建設 
 
 
○操業・保守 
 
 
○電力供給 

○審査委員会等の 
  運営 

※都道府県等が拠出 
  する財団法人等 
（ＮＰＯ、商工団体等） 

※事業会社（ＳＰＣ）には、特定目的会社（特定目的による特定資産の流動化に関する法律）の活用などが想定される。 

出資 
 

融資 

出資戻し・配当 
 

元利償還 
（債務支払） 

出資 
 

融資 

出資戻し・配当 
 

元利償還 
（債務支払） 

元利償還 

事業利益の
還元 

出資債 
 

転貸債 

地域商品券等 

地域整備財源 

～コミュニティ・ファンド形成事業を活用した場合～ 
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○自治体財産の有効活用 

地元企業・有志等の資金 



１１－４－１ メガソーラーの例（事業化検討の背景） 
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○ 太陽光をはじめ、再生可能エネルギーは地域を問わず存在 
   ～メガソーラーのように一定程度まとまった用地（例えば、２メガワット程度であれば、３ヘ 
   クタール程度）が必要な事業は地方の方が容易に準備できる場合がある 

○ 将来にわたり制度的にキャッシュフロー収入が期待できる事業 

○ 買取価格は内部収益率（Internal Rate of Return: IRR）が６％となるように設定 
   ～想定初期投資額相当を６％の銀行預金した場合と同じ効果 

○ 投資関連のキャッシュフローの予測ほど、難しいものはないと言われる中、投資判断が比較 
 的容易なプロジェクトか 
   ～地域金融機関等とともに、地域の資源である再生可能エネルギーを地域で活用する 
   仕組みの構築について検討することも、地域活性化の観点からも有意義では 



１１－４―２ メガソーラーの例（事業採算性の検討） 
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○ 将来の収入を想定した現在の支出の可能性を判断 
    ① 与えられたリスクのもとで将来の期待リターンは現在の支出を正当化できるかどうか 
    ② 計画が目標達成にとって最も費用対効果の高いものかどうか 

○ 将来の収入見込の前提であるリスクを勘案 
   ～火災や地震等の災害リスク、天候変化等による想定発電量リスク、機器の事故・物損リス 
    ク、２０年間の長期事業期間リスク、 政策変更リスク（金融危機に見舞われている欧州に 
    おいても、買取期間の途中で打ち切られる例はないようである）  等 

○ 個別事案ごとに収支等の見通しを具体的に見積もることが必要 
   ～初期投資額の効率化、ランニングコストの低減、資本コストの低減が可能になれば、買取 
    価格は固定のため、個別事案では期待収益が増加できる可能性 
   ～仮に自治体が既に未利用地を保有しており、その活用を考える場合には、土地の賃貸料 
    相当を収益化可能  等 
    



エネルギー・ 
マネジメント手法の

検討 

ブロードバンド 
（通信） 

電力需給の 
コントロール等 

現在の取組（スマートコミュニティ等） 

地域経営型モデル 
（オンライン行政や屋根貸し太陽光発電モデル等との

ネットワークの共用） 

ＩＣＴを活用して、地域単位で電力需給をコント
ロール手法（スマートコミュニティ等）の検討 

共用ネットワークを行政、住民、自治会、NPO等に
コミュニティ・プラットフォームとして提供 

端末と通信回線
の共用・効率化 

地域データの共有と
地域経営への活用

（全体最適） 

電力ネットワークに加え、必要な通信ネットワーク
をどのように確保するのかが課題（専用確保の場
合はコスト負担が困難） 

電力線 
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１２ 地域経営型ネットワークモデル実証事業（経済産業省との連携事業） 



共同アウト 
ソーシング 

データセンター 
の利用 

環
境
の
変
化
等 

対
応
策 

割り勘効果によるコスト削減 

情報セキュリティの向上 

災害に強いシステム 

情報システムの点検 

ブロードバンド環境の進展、 
クラウド技術の進展、 
データセンターの充実 

サイバー攻撃等 
の発生・高度化 

東日本大震災の発生、 
業務継続確保の必要性 

マイナンバー制度への
対応 

情報システム関連 
経費の高止まり 

システムの 
共同利用 データセンター 

の利用 

電子自治体の基盤を 
活用した地域活性化 

自治体クラウドの推進 

地域経営型モデル事業 

更なる効率化・ 
最適化の検討 

１３－１ 自治体クラウド政策の流れ 
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  次世代につながる  

 電子自治体の構築 

新 

行政コストの大幅圧縮 情報システムの刷新 円滑なデータ移行の 
ための課題 

更なる最適化 

現行の業務・システムを機能ベー
スで分解し、複数のサービスを接
続し、一連のプロセスを実現するこ
とにより、情報システムの重複排
除・更なる運用コスト減の可能性を
探る 

自治体クラウドの推進 

現状：自治体間の同一業務、システムの集約 

外字（116万余）を対象に「文字情
報基盤漢字」との同定を実施済み 

・字形一致、ﾃﾞｻﾞｲﾝ差、類似文字
（約93万字） 

・同定不可能文字（約23万字） 

⇒ 内部事務には外字を使用しない
等の文字運用ポリシーの策定の
検討  

 ⇒ 調達仕様書への記載の検討 

データベース 
の標準化 

標準的な文字
コードに即した
外字の整理 

中間標準レイアウト 

外字実態調査結果 

情報システムの点検 

※国・地方を通じた業務支援のあり
方 

業務横断的な 
共通機能の集約 幅広く地域で活用 

地域経営型包括支援ク
ラウドモデル事業 

電子自治体の基盤を活用しながら、
様々な主体が活用できる支援シス
テムを整備し、住民サービスの向上
と官民通じた業務の効率化を図る。 

コストを社会全体で負担 

１３－２ 「自治体クラウド」の今後の進め方について 
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住民 

自治体共通 
アプリケーション 

Ａ市役所 

Ａ市所有 
アプリケーション 

Ｂ市役所 

Ｂ市所有 
アプリケーション 

Ｃ町役場 

Ｃ町所有 
アプリケーション 

Ａ市役所 

Ｂ市役所 

Ｃ町役場 

ク
ラ
ウ
ド
化 

地域クラウド型 
アプリケーション 

電子自治体の基盤を活用しながら、様々な主体が活用でき
る支援システムを整備し、利用に応じたコストを地域全体
で負担しつつ、住民サービスの向上と官民通じた業務の効
率化を図る 

地方公共団体の情報システムの集約と共同利用を進め、
経費の削減等を図る 

サービス 
提供事業者 
（介護等） 

・介護予防サービス 
・環境モニタリング 
・災害情報    等 
 （＝住民ニーズに合った

情報提供） 

他の既存 
データの活用 

・地域情報 
・気象情報 
・地理情報   等 

共通サーバ 
（電子自治体基盤の活用を検討） 

基盤システム 
（プラットフォーム） 

介護予防 

環境モニタリング 

連
携 

災害情報提供 

・
・
・
・ 

自治体クラウドの取組 

 地域経営型モデル事業 
 （電子自治体の基盤を活用） 

１４ 地域経営型包括支援クラウドモデル事業 
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 自治体が保有する情報システムについて、以下の調査研究を実施 

  ① 自治体の情報システム資産から対象機能を抽出  

  ② 現行業務・システムを機能ベースで分解 

 
  ③ 共通する機能モジュールの集約の検討 （複数のサービスを接続し、一連のプロセスを実現） 

 
  ④ プロトタイプ（試作システム）による検証 
     （新システムによる次世代行政サービス（プッシュ型・ワンストップサービス等）の実現を検討） 
 

（※） この調査研究のためには、システムエンジニア等の高度なＩＴ人材を活用する必要 

既存の業務システムの集約にとどまっている。 
 
 
複数の業務を通じた共通のサービス機能が存在している 
 
→ 共通の機能を集約化（共同モジュール化等による安定的でシン

プルな情報システムの構築）により、自治体情報システムにおける
重複排除・更なる運用コスト減の可能性 

  （例：滞納管理機能の共同モジュール化（右図参照）） 

点検作業内容（案） 

 

自治体を超えたシステム統合・集約化 （＝ 割り勘効果によるコスト減） 
災害に強いシステム （外部データセンターの利活用） 

納税通知書
発行 

入金管理 

客体登録 

税額計算 

催告 

督促状 
交付 

延滞認知 

地方税システム 
（例） 

今後の課題 

機能の共通化の検討は、
マイナンバーを利用した
次世代行政サービス導入
に係る準備作業としても
有効 

機
能
を
オ
ン
ラ
イ
ン
で 

活
用
し
重
複
排
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給食費滞納 
徴収システム 

上下水道代
滞納徴収 
システム 

共通の機能 

これまでの自治体クラウドの取組 

１５ 情報システムの点検（更なる最適化の検討） 
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